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○量的緩和策の縮小 

 6月17日から18日にかけて、FRB（米連邦準備理事会）は、金融政策を決定するFOMCを開催し、大方の市

場参加者の予想通り、米国債などの毎月の購入額を7月から100億ドル減額し、350億ドルとすることを決定

しました。 

 買い入れの減額が決定されたのは、2013年12月以来5回連続であり、現在のペースで減額を行った場合、

今年の秋にも量的緩和が終了することとなります。 

  

○2014年GDP成長率見通しの引き下げ 

 3ヶ月に1度、FRBはGDP（国内総生産）成長率の見通しを発表しています。年初から続いた悪天候の影響を

考慮し、2014年の成長率を前回発表時点（3月）の2.8～3.0％という見通しから、2.1～2.3％へと大幅に引

き下げました。なお、2015年の成長見通しに関しては、前回から据え置いており、3.0～3.2％としておりま

す。 

  

○2015年末と2016年末の政策金利見通しの引き上げ 

 政策金利見通しに関する、FOMC参加メンバーの中央値は、2014年末は0.25％で変わりませんでしたが、

2015年末が前回の1.00％から1.13％へ、2016年末が前回の2.25％から2.50％へと引き上げられました。 

 ただし、長期的な政策金利見通しについては前回の4.00％から3.75％へと引き下げられており、今後の利上

げペースの加速を示唆する一方、長期的な金利見通しを引き下げる内容となりました。 

  

○米国債券市場の反応 

 6月17日に発表されたCPI（消費者物価指数）が市場予想よりも高くなったことから、市場の一部ではインフ

レが懸念され、米国10年債利回りは2.65％近辺まで上昇しました。 

 しかし、昨日のFOMCによる長期的な政策金利の見通し引き下げを受け、10年債利回りは2.58％近辺まで低

下しました。 
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